
第１章 総 則

第１条 (本規定の目的)

この規定は, 福島大学人文社会学群人間発達文化学類学生会の活動を適切に反映させるため, 選

出されるべき役員等の選挙が選挙人の意志に基づき, 公正にかつ適正に行われ, 民主的でかつ透明

感のある学生会を作るためのものである｡

第２条 (本章の適用)

この規定は, 学生の管理又は投票の行われる選挙において適用される｡ 本章は, 本会の役員又は

これに準ずる者について適用する｡

第３条 (選挙管理委員会)

１ 選挙管理委員会の役員は, 各クラス (組織) より若干名を予め選任する｡

２ 選挙管理委員の選任については, 別にこれを考慮する｡

３ 選挙管理委員長を互選して合議制で業務を行う｡

４ 選挙管理委員会には次の機関を置くものとする｡

� 開票担当局 (選挙の開票を担当)

� 情報宣伝局 (ポスターなどを作成)

� 投票管理局 (選挙そのもの, また固定投票, 移動投票によって回収した投票用紙の管理)

� その他必要な機関

５ 選挙管理委員会の会議の招集は執行委員会・評議委員会が必要に応じて行うことも可能とする｡

第２章 選挙権及び被選挙権

第４条 (選 挙 権)

１ 本会の会員は, すべて選挙権を有する｡

２ 次の事項の一つに該当するものは, その選挙権を停止する｡

� 休学中あるいは留学中の者｡

� その他の理由によって, 自ら権利の行使の不可能である者｡

３ 前項に該当する者を除いた選挙権を有する者の総数を選挙人の総数とする｡

第５条 (被 選 挙 権)

１ 本会の会員は, すべて被選挙権を有する｡

２ 次の事項の一つに該当する者はその被選挙権を停止あるいは認めない｡

� 休学中, 留学中またはその見込みのある者｡

� 役員の任期を全うできない事が明らかである者｡

� その他の理由によって役員の責任を果たす事ができない者｡

第３章 選 挙

第６条 (選 挙 業 務)

選挙業務は, 選挙管理委員会がその一切を管理し, 選挙管理委員及びこれに準ずる者が執り行う｡
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第７条 (委 託 業 務)

投票, 開票その他の管理業務の委託は選挙管理委員会が行う｡ 委託を受けた者は, 業務期間中は

委員に準じた扱いとする｡

第８条 (業 務 内 容)

選挙管理委員会の業務内容を次の通りとする｡

� 選挙人名簿及び立候補者名簿の作成

� 選挙の公示及び告示

� 選挙活動の管理

� 投票及び開票の管理

� 選挙結果の公示

� 選挙に関する判断

� その他選挙に関する事

第９条 (選 挙 期 日)

１ 選挙期日は, 選挙内容の公示から７日間以内に告示する｡

２ 立候補の受付は, 休日を除いて５日間以上とする｡

３ 投票期間は, 休日を除いて５日間以上とする｡

４ 開票は原則として, 即日開票とする｡

５ 結果は開票後開票後３日以内に公示する｡

第10条 (届 出 事 項)

１ 立候補者は, 正規の届出用紙の書式に従って告示された期間内に, 執行委員に対して届出を行う｡

２ 届出に必要な事項を次の通りとする｡

� 立候補する役職名

� 立候補者の氏名及び基礎組織

� 責任者の氏名及び基礎組織名

� 届出年月日

� その他必要な事項

第11条 (届出の受理及び確認)

執行委員は, 正当な理由なしで届出を拒否してはならない｡ 必ず届出を受理し確認する｡ ただし,

不備を確認した場合は速やかに訂正あるいは撤回を求める｡

第12条 (投票及び立会演説会)

１ 投票は無記名投票の秘密投票とする｡

２ 投票用紙は選挙管理委員会が公示する｡

３ 選挙管理委員会は必要に応じ移動投票を行う｡

４ 信任投票の成立は, ７分の１以上の有効投票数を必要とする｡ 対立選挙の場合はこの限りでは

なく, 選挙期間内の投票で決する｡

５ 執行委員は１回以上の立会演説会またはこれに代わるもの (選挙公報の発行など) を行う｡

６ 執行委員, 評議委員合わせて10名以上立候補がいる場合は, 委員候補一人一人の選挙ではなく,

執行委員会・評議委員会 (すなわち委員会全体) の選挙をすることを認める｡

第13条 (開 票)

１ 開票の管理は選挙管理委員会がこれを行う｡
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２ 開票業務は選挙管理委員及びこれに準ずる者が行う｡

３ 開票は公開とするが, 業務に支障をきたす言動について選挙管理委員は注意を与えまたは退出

を命ずる事ができる｡

４ 次の表を無効票とする｡

� 正規の用紙を用いないもの｡

� 所定の書式でないもの｡

� 自書しないもの｡

� 所定の投票時間・期間内に投票しないもの｡

� その他公示された投票用紙に沿わないもの｡

第14条 (結 果)

１ 当選者は上位得票者から定員までとする｡

２ 信任投票は有効投票数の過半数の得票をもって信任の成立とする｡

３ 結果の公示内容を次の通りとする｡

� 投票総数及び内容

� 各候補者の得票数及び当落

� その他必要な事項

第４章 選挙活動

第15条 (選挙活動の内容)

１ 選挙活動は原則として立候補者又は支援者の私費で行うものとする｡

２ 立会演説会は執行委員会が主催する｡

３ 選挙活動のために用いる文書やポスターなどは, 選挙管理委員会の許可を受ける｡

４ その他の必須事項は選挙管理委員会が示す｡

第16条 (遵 守 事 項)

１ 学内合意事項を厳守すること｡

２ 他の候補者の選挙活動を妨害しないこと｡

３ 各々の団体及び個人の権利を尊重すること｡

４ その他選挙管理委員会が定めた事項を厳守すること｡

第17条 (罰 則)

１ 前条の遵守事項に接触するような行為を行った候補者あるいは支援者又はその団体及び選挙に

支障を与えるものについて, 選挙管理委員会は警告を発し事実経過を公表する｡

２ 再度警告を受けた者又は団体は, 当該選挙における選挙権及び被選挙権を喪失する｡

第５章 解 任 請 求

第18条 (請 求)

１ 選挙権を有する者は, その総数の７分の１以上の連署をもって, 選挙管理委員会に対して役員

の解任を請求する｡ ただし, 執行委員長を解任する場合は, 責任者の空白期間を解消し, 学生会

運営に支障をきたさないようにするため, 後任の執行委員長候補が存在することを選挙管理委員

会が確認し, 解任選挙と信任選挙を同時に行う｡

２ 選挙管理委員会は, 請求を受けた場合速やかに確認し, 直ちに請求の主旨を公表して有権者の
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投票に付さなければならない｡

３ 投票は ｢第３章 選挙｣ に準じて行う｡

第19条 (解 任)

１ 前条２に基づく投票において, 有権者の過半数の同意があった場合において解任が成立する｡

２ 前条２に基づく投票の結果については, 解任の成立不成立に関わらず, 速やかに公表する｡

第６章 役員の補充

第20条 (役員の補充)

第５章の適用又はその他の理由によって役員に欠員が生じた場合には, 必要に応じて補欠選挙を

行うが, 正規の選挙の立候補が少ない為に生じた欠員は必要の生じない限り又は第18条１に準じた

請求のない限り, 特に補欠選挙を行わない｡

第21条 (任 期)

補充された役員の任期は前任者の残りの任期とする｡

第７章 補 則

第22条 (役 員)

本部を適用する役員と任期を次の通りとする｡ なお, 任期は役員選挙終了の次の日から１年間と

する｡

� 執 行 委 員 長 １名 (任期１年間)

� 副執行委員長 １名 (任期１年間)

� 常 任 委 員 ８名 (任期１年間)

� 執 行 委 員 若干名 (任期１年間)

� 評 議 委 員 若干名 (任期１年間)

� その他必要な役員

第23条 (委員の責務)

委員は学生会の円滑な運営の為に公正な立場で業務を行い, 開票作業等を行ってはならない｡

第24条 (責 任 者)

第10条２の�にある責任者は, 候補者の支援責任者として共に選挙活動を行うのであるから, 被

選挙権を停止する｡

第25条 (休日及び休業期間について)

本学部が土曜・日曜・祝祭日等の為休日となる日を選挙の起算日または最終日とすることは本会

運営の性格上好ましくないので行わない｡ また, 同様の休日期間中の選挙は行うべきではない｡ や

むをえず行う場合には全有権者に告示する手段を講ずるものとする｡

第８章 附 則

第26条 (効力及び改定)

本規定は規約とは性格が異なるが, 選挙業務を行う上で各時認用される性格のものである｡ よっ

て選挙に関する最終判断を一任される選挙管理委員会の認用によって規約的な効力を有する｡ 但し,

その認用について選挙管理委員会は選出母体に対してその責を負う｡ この範囲で選挙管理委員会は

本規定の改定に関する権利を有する｡
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第27条 (選挙不成立時の措置)

第12条４の条項を当該選挙において満たすことができなかった場合, 学生総会またはそれに準ず

る機関による承認を受けた上で, 当選と同じ意味を成す｡

ただし, 解任請求時の選挙において第12条４の条項を満たすことができなかった場合は, 解任請

求は不成立とする｡

第28条 (学生会停止時の措置)

選挙管理委員会又は学生会そのものが衰退又は活動を停止してしまった時は, 学生会執行委員会

が選挙規定改定の権利を持つ｡ また, 執行委員会が選挙活動を代行することも認めることとする｡

第29条 (最 新 発 効)

この選挙管理規定は1999年４月１日より発効する｡

なお, 1999年６月18日一部改定｡

2004年12月８日一部改定｡
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